
ま え が き

本書は“地域と環境”を主題としている。
第二次世界大戦後に、地域はさまざまな環境問題・環境課題に取り組んでき
た経緯がある。それらの中から筆者の興味に任せて選択した事例を取り上げ、
それぞれについて新聞報道、行政資料などによって起こった事実を把握して、
事例ごとの経緯、背景、主体の関わり等を少し深堀することを試みた。それら
をもとに注目する環境側面ごとに事例を横断的・時系列に並置・描出するとと
もに、事例間および国政との相互関係の把握に努めた。そうして得られた結果
を7章にまとめて出版させていただいた。
全体を読み返して感じるところであるが、いずれも誰でも少し時間をかけ
れば把握することができる“事実”を書き連ねており、各章に書き添えた考察
などは“事実”に沿ったまとめの域に留まっており、まとめるに値するもので
あったのか自問している。ご一読下さる方々によって、新たな見解等を切り開
いていただければ望外の幸甚である。また、各事例について客観的な事実に沿
うことを心がけて把握に努めたが、事例の中には把握が不十分な側面があるこ
とに気付きつつ発刊に踏み切っており、ご指摘やご叱正をいただければ幸甚で
ある。

本書は、長年にわたってご厚誼をいただいている元・長崎大学教授の早瀬隆
司先生との談話時に発意を得たことに始まって発刊に至ったものであり、特に
第1章について早瀬先生から多くの助言・協力を得て書き上げさせていただい
た。早瀬先生に心よりお礼申し上げます。
本書をまとめるにあたって、遠隔の北海道から鹿児島県に及ぶ各地の資料
が必要であったが、筆者が在住する島根県浜田市の浜田市立図書館の中谷雅晴
氏および館員の方々のご協力により各地の図書館等の資料を取り寄せていただ
き、関係資料を閲覧・複写することが可能であった。ここに記してお礼申し上
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げます。
本書の出版については、大学教育出版（株）の佐藤守様のご協力・ご理解を
得ることができなければ実現しなかったものである。佐藤様に深くお礼申し上
げます。
いくつかの章について、岡山理科大学において筆者のもとで若い学生諸君が
卒業論文・修士論文・学位論文として書き上げてくれた成果を活用しており、
諸君の在学時の努力に敬意を表します。

2019年 9月
井上堅太郎　



環境課題と地域の政策選択
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